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研究成果の概要： 

農家・漁家を除く全事業所を統計調査単位とする事業所・企業統計調査と資本金５億円

以上を全数調査する法人企業統計調査との完全照合によるデータベースの編成によりこ

れまで明らかにされなかった新しい集計表を編成した。その成果から現行の事業所・企業

統計調査の企業統計としての精度の現状を示し、その延長線上の経済センサス‐基礎調査

の問題点をあきらかにし、経済センサス‐活動調査のあるべき姿を明らかにした。 
 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
2005 年度 9,900,000 2,970,000 12,870,000 

2006 年度 10,800,000 3,240,000 14,040,000 

2007 年度 7,700,000 2,310,000 10,010,000 

2008 年度 7,900,000 2,370,000 10,270,000 

  年度  

総 計 36,300,000 10,890,000 47,190,000 

 
 
研究分野：統計調査論 
科研費の分科・細目：経済学・経済統計 
キーワード：経済センサス 法人企業統計 完全照合 ミクロ統計解析 
 
１．研究開始当初の背景 
（１）1980 年代から日本の企業構造も大きく

変貌してきた。政府の統計調査体系はそ
れに対応しきれなかったが、統計審議会
の勧告によって徐々に変化してきた。平
成 8年（1996 年）の総務省統計局の事業
所統計調査の事業所・企業統計調査への
変換はその第一歩であった。これにより、
事業所の同一企業名に名寄せした集計
がゆるぎない集計項目として位置づけ
られた。さらに平成 11 年・平成 13 年を
経て、この改革は本格的な結実をみた。

すなわち 2001 年調査の企業名寄せ集計
の実現である。これで親企業・子企業の
企業支配集計が政府統計として全規模
に亘る全数調査として確立した。しかし
この結果を他の統計調査と組み合わせ
て集計することはまだ実現していない。 

（２）政府の指定統計は、当初計画されてい
ない集計表を作るのは難しい。研究者の
立場から、行政とは異なった視点から集
計表を作成するのは、これまで実現して
こなかった。 
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２．研究の目的 
（１）2001 年調査の企業名寄せ集計で親企

業・子企業の企業支配集計が政府統計と
して全規模に亘る全数調査として確立
したが、この結果を他の統計調査と組み
合わせて集計することはまだ実現して
いない。 
研究者の立場から、行政とは異なった

視点から集計表を作成し、全規模に亘る
全数調査結果を他の統計調査と組み合
わせて集計することを、統計法の目的外
申請により個票の完全照合により複数
の統計調査を組み合わせて新しい統計
集計を行い解析することがこの研究の
目的である。 

（２）その詳細集計結果を公開して学界の共
有財産にすることによって将来の企業
研究の基礎を構築することが、本研究の
副産物となる予定である。 

（３）また 2011 年に日本で初めての経済セ
ンサス‐活動調査が実施される予定で
ある。しかしその調査設計はまだ十分と
は言えない。経済統計調査の研究者の立
場から、この複数調査のリンケージ結果
から、この初めての経済センサスの調査
設計の在り方に関して提言することも
視野に入れている。 

 
３．研究の方法 
（１）法人企業統計調査と事業所・企業統計

調査及び商業統計調査の、個票利用に関
して統計法の目的外利用申請を総務大
臣に行う。 

（２）パネル･データ[縦断型データ]の作成
と複数統計の相互の完全照合実験 

   二つの統計調査、法人企業統計調査と
事業所・企業統計調査の個票をリンケー
ジした結果を、共同研究者の共通のもの
にするために、完全照合リンケージ・デ
ータベースを編制する。 

①このデータ･ベースは、財務省総合財政研
究所統計部の協力を得て行った法人企業
統計調査の会社法人企業母集団名簿（資本
金１億円以上の管理法人名簿とそれ以下
の低階層資本金規模の法人の母集団名簿
を含む）と事業所・企業統計調査の民営内
国法人会社企業との完全照合データベー
スを、基準時点に関して編制する作業。 

②統計調査結果個票全体のリンケージを含
む、事業所と企業の双方のリンケージを行
った結果によるデータベース編制作業、さ
らに本支名寄せ・親子名寄せの作業、商業
統計調査の個票のリンケージを行う。 
（３）欧米の経済センサスの実施状況の訪問
調査を行う。 

（４）データベースを使用して多変量解析等
を行う。 

（５）研究成果を中間報告を含めて研究集会
を開き、省庁の統計担当者との意見の交
流を行う。 

 
 
４．研究成果 
（１）作成されたデータベースは、1983～

2005 年の法人企業統計調査結果の年報、
四季報のパネルと母集団とのリンケー
ジ及び 1981, 86, 91, 94, 96, 99, 2001, 
04 年の事業所・企業統計調査（含む事業
所統計調査）のパネルと法人企業統計と
のリンケージで構成されている。その編
制技法の詳細は、周防・古隅・宮内[2009]。
さらに 2006 年の事業所・企業統計調査
を含む第２次目的外申請のデータの利
用が、2009 年に許可されたので、データ
ベースの拡張を実施中である。 

（２）データベース編成の過程で、これまで
多くの研究者によって指摘されてきた
事業所･企業統計調査の会社法人の補足
率の低さ、が示された。 

①2004 年の事業所・企業統計調査と法人企業
統計調査の母集団名簿とでは、前者に約
100 万企業の脱漏があることが明示された。
（古隅・竹村・山本・周防[2008]） 

②異時点間の事業所・企業の双方に関する名
寄せ作業である縦断型のデータベースの
編制作業の結果、この 3種類の名寄せ作業
で、本来なら名寄せされるべきものが名寄
せされずに残り、外部情報によりリンクさ
れる補間事業所・企業の数が明らかになり、
しかも調査不能事業所として、廃業扱いに
されていた状況が示された。 
③1996～2004 年事業所・企業統計調査データ
の検討で、事業所の概念定義が、従来の無
人事業所扱いされていた事業所も派遣･出
向により従事者がいる場合には事業所と
して扱われる様になった結果の断層の分
析がなされた（宮内[2009]）。 

（３）法人企業統計による企業には上場企業
と非上場企業とがある。前者は公開情報
であるので、2005 年に関して双方の比較
のために上場企業統計の簡易集計試算
を行った。（伊原[2006]）。他方、中小企
業は非公開企業が多いだけでなくその
行政上の規定は産業別に入り組んでい
る。それに対する融資の実態を分析して
いる。その過程で中小企業庁の目的外申
請による集計の不備も指摘されている
（今・佐藤[2009]）。 

（４）事業所・企業統計調査の本社・本店に
支社・支店等を名寄せした集計結果と本
社・本店と法人企業統計調査の経理事項
とをリンクしたデータベースから得ら
れた主な結果。 

①単一事業所企業の主産業が２以上の主業



 

 

種の存在する企業を析出することによっ
て事業所が区画概念を利用していること
の欠陥が明らかにされた（古隅・松田
[2009]）。これは経済センサス－基礎調査
の事業所概念が統計調査概念としては不
備であることを示唆している。 

②法人企業統計の全数調査部分の企業の付
加価値を傘下事業所の従業員数に比例さ
せて配分することにより、地域ごとの付加
価値生産性を測定する指数を試算した（美
添・元山・古隅）。 

③ 企 業 の 付 加 価 値 の 内 賃 金 支 払 額
（wage-bill）は、従業員概念であり、従
事者概念でない。派遣・出向の増大は、従
業員概念では付加価値概念の測定が難し
いことを、従事者中の派遣・出向比率と賃
金支払総額と負の相関関係にあることか
ら明らかにした（宮内[2009a]）。 

④このような従業員概念の変容は会社のあ
りかたすなわち会社の利益がだれに帰属
するかに関してステーク・ホールダー中心
からストック・ホールダー中心に変化した
状況の反映であり、それを従業員一人当た
り賃金と役員一人当たりの給与・賞与比率
の変動から明らかにした（菅[2009]）。 

（５）事業所・企業統計調査の企業間の親子
関係の名寄せ集計の結果から明かにさ
れた結果としては、親子関係のある企業
の方が、e コマースを実施する比率が高
いことが示された（稲葉[2009]）。 

（６）法人企業統計の標本設計と集計方法の
検討を行った。前者としては、層化抽出
法および確率比例抽出法の変更に関す
る検討があり（土屋[2009]、後者の一つ
としては、標本ローテーションの下での
成長率の推定量の検討がある（土屋・吉
岡[2009]）。 

（７）ここで得られた研究成果は、目下平成
23 年度に実施される予定の日本初の経
済センサスのこれまでの検討結果に大
きな変更を迫るものであり、これが今の
時点で公表されることは日本の統計行
政に対する大きな貢献である。 

（８）今後の残された課題としては、今年度
中の残された統計法の目的外使用の期
間内に、第 2次申請で使用許可されたデ
ータを含めたデータベースの拡張とそ
のデータによる分析を行うことである。 
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